
                   株式会社リーガロイヤルホテル小倉 

  貸借対照表 

 
   （平成２７年３月３１日現在） 

                                                                      （単位：千円） 

 
 

科    目 金  額 科    目 金  額 

     

    （資産の部） （２，８９７，５７９）    （負債の部） （９，７３４，６５５）

  流動資産 ４７５，９１８  流動負債 ７８９，８２９  

    現金及び預金 １２３，７８５    買掛金      １３７，８４９  

    売掛金 ２０４，５０４    短期借入金      １７６，７１６  

    原材料及び貯蔵品      ２１，２５２    リース債務       １９，９０４  

    前払費用      ２１，７４３    未払金          ７７７  

   未収金     １０３，８３０    未払法人税等        ２，８７７  

    立替金         ８０１    未払事業所税       ２２，３３２  

            未払消費税等       ５３，９６３  

           未払費用      ２５９，３１９  

      前受金       ６１，２７４  

      預り金       ３８，１８４  

      賞与引当金       １５，２５１  

  固定資産   ２，４２１，６６０    その他        １，３７９  

   有形固定資産     １３３，５６３             

    建物      ２６，３１２        

    機械装置      ２８，９７５  固定負債    ８，９４４，８２６  

    工具、器具及び備品      ２６，３８３   長期借入金    ８，１７１，５６８  

    リース資産      ５１，８９２    リース債務       ６５，１４０  

            長期預り金      ４８７，５４４  

   無形固定資産      ３８，７３５    商品券回収損引当金        ２，０９６  

    ソフトウェア       ３，７５０    退職給付引当金      ２１３，８２２  

    リース資産      ３４，９８５    その他        ４，６５４  

           

   投資その他の資産   ２，２４９，３６１      （純資産の部） （△６，８３７，０７６）  

    長期貸付金      １１，５９７  株主資本 △６，８３７，０７６  

    長期差入保証金   ２，２３１，７１４   資本金      １００，０００  

    長期前払費用       ６，４５８  利益剰余金   △６，９３７，０７６  

    貸倒引当金   △     ４０８    その他利益剰余金   △６，９３７，０７６  
       繰越利益剰余金   △６，９３７，０７６  
     

  
 

  資 産 合 計   ２，８９７，５７９   負債純資産合計    ２，８９７，５７９

   千円未満は切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価の方法 

     たな卸資産（原材料及び貯蔵品）    移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法） 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産（リース資産を除く）   定額法を採用しております。 

      ② 無形固定資産（リース資産を除く）   定額法を採用しております。 

  ③ リース資産        所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しており

ます。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 （３）引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②  賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、翌事業年度支給見込額のうち、当事業年度の計算期間に基

づき計上しております。 

③  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。 

1.  退職給付見込額の期間帰属方法 

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。 
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2.  数理計算上の差異、過去勤務費用及び会計基準変更時差異の費用処理の方法 

会計基準変更時差異は、１５年による按分額を費用処理しております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１０年)によ

る定額法により費用処理しております。 

    数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１０年)

による定額法により発生時の翌事業年度から費用処理しております。 

④  商品券回収損引当金 

一定期間経過後に収益に計上した未使用の商品券について、将来の回収時に発生する損失に

備えるため、過去の実績に基づく将来の回収見込額を計上しております。  

 

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

    消費税等の会計処理 

      消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（５）会計方針の変更 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号 平成 24 年 5 月 17 日。以下「退職給

付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第 25 号 平成 27 年 3 月 26 日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基

準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当事業年度より適

用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間

定額基準から給付算定式基準へ変更ならびに割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債

券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職

給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用す

る方法へ変更いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱い

に従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影

響額を繰越利益剰余金に加減しております。 

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が 125,436 千円減少し、繰越利益剰余金が

125,436 千円増加しております。また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益に与える影響は軽微であります。   
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２．貸借対照表に関する注記 

（１）担保に供している資産 

    長期差入保証金                  ２，２３０，９７４ 千円 

    ※上記は、親会社である株式会社ロイヤルホテルの金融機関借入の担保として、また当社の借

入金（短期借入金 １７６，７１６ 千円、長期借入金 ５３，５６８ 千円）の担保として

差し入れております。 

 

（２）有形固定資産の減価償却累計額           ６，６６３，３５２ 千円 

 

（３）有形固定資産の減損損失累計額           ５，９９７，２４３ 千円 

 

（４）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

      短期金銭債権                    １，２６０ 千円 

      短期金銭債務                  １３８，８０３ 千円 

      長期金銭債務                ８，１１８，０００ 千円 

 

 
３．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

     繰延税金資産 

       退 職 給 付 引 当 金               ７４，４１０ 千円  

       未 払 事 業 所 税                ７，７７１ 千円  

       繰 越 欠 損 金           ５８１，３７７ 千円 

       減 損 損 失        １，７６９，７７０ 千円 

       そ の 他                ４，７７４ 千円  

      繰 延 税 金 資 産 小 計           ２，４３８，１０４ 千円 

       評 価 性 引 当 額       △２，４３８，１０４ 千円  

      繰 延 税 金 資 産 合 計                       ― 千円 
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４．関連当事者との取引に関する注記 

 

   取引条件及び取引の決定方針等 

（注１）資金の借入については、市場金利と経営状況を勘案して利率を決定しております。 

（注２）親会社の金融機関借入の担保として、当社の敷金返還請求権を金融機関に差し入れております。 

（注３）当社の銀行借入金２３０，２８４千円に対して、親会社が債務保証をしております。 

（注４）経営指導料支払い前の年間営業利益が一定額を上回った場合、年間売上高およびＧＯＰの一定率

を本件業務に対する経営指導料として支払っております。 

 
 

５．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額          △１１３，９５１．２７ 円 

 

（２）１株当たり当期純利益              ３３９．９４ 円 

 
 
６．当期純損益金額 

 
   当期純利益                  ２０，３９６ 千円 

属性 会社等の名称 
議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科  目 

期末残高 

(千円） 

親会社 ㈱ロイヤルホテル 

 

 被所有  

４４．６％ 
資金の借入  

 役員の兼任 

 

借入金の支払利息（注 1）

担保の提供（注２）   

債務の被保証（注３） 

経営指導料（注４）   

 

  

117,977  

2,230,974 

230,284 

- 

 

 

長期借入金

未 払 費 用

 

 

8,118,000

137,372


